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＜はじめに＞ 

 

 本市は、大阪府の南東端に位置し、大阪都心まで３０分という立地を生かし、

昭和 40 年前後からの大規模な住宅団地の開発により、人口が大幅に増加しまし

たが、平成１２年２月をピークに減少傾向に転じ、少子、高齢化が急速に進ん

でいます。その影響により、本市歳入における自主財源のほとんどを占める市

税収入が減少し、扶助費や介護関係の支出が増加しています。今後も、人口減

少に加え、生産年齢人口の減少による市税の減少や、高齢化に伴う社会保障関

係経費の増加が見込まれます。また、人口急増期に整備された公共建築物をは

じめとしたインフラ施設などが更新時期を迎え、その改修などの費用が膨大と

なることが予測されており、計画的な維持管理・更新を行っていく必要があり

ます。 

 このようなことから本市では、市が管理している全ての公共施設などを将来

も同様に維持することは、困難な状況となっています。そこで、学校施設とイ

ンフラ施設を除いた公共建築物について、「河内長野市公共施設再配置計画」を

策定し公共建築物の最適化、最小化に向けた方向性を示し、公共施設の総量縮

減や複合化、集約化などを図り、持続可能な公共施設づくりに取り組んでいま

す。 

 一方、学校施設については、教育委員会にその方針の策定が求められていま

す。そこで、学校が小規模化する中、これまで教育委員会で取り組みを進めて

きた、小中一貫教育や学校運営協議会制度などを踏まえ、地域の特性に応じた、

子どもたちにとってよりよい学校教育のあり方と方策について、「河内長野市学

校教育のあり方検討委員会」に対し諮問し、答申をいただきました。 

 この答申を受け、本市を取り巻く状況を踏まえ、教育水準を維持向上するた

めの教育施策や学校施設について、河内長野市教育委員会としての学校のあり

方の方針を策定するものです。 
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１．学校を取巻く現状と河内長野市の教育 

 

（１）学校を取り巻く現状 

 

① 小中学校の児童生徒数の減少 

本市における市立小中学校の児童生徒数は今後も減少を続け、河内長野市

第５次総合計画最終年度の平成 37 年度には、小学校児童数はピーク時の

41.2％にあたる 4,099 人となり、中学校生徒数は、国立および私立中学校へ

の進学者を 10％と考慮すれば、ピーク時の 35.7％にあたる 1,979 人になる

と推計されます。 

 

② 学校の小規模化の進行 

児童生徒数の推移を見てみると、市街地部の長野、千代田、三日市地区の

中学校区については、一定の児童生徒数を確保し、今後も大きな児童生徒数

の増減はありませんが、市街地周辺部の中学校区については、児童生徒数の

減少が顕著となり、一部単学級化が見られるなど、学校の小規模化が進んで

います。 

 

③ 中学校区ごとの多様性 

本市は広大な面積を有し、市街地部から市街地周辺部まで多様な生活環境

を有することから、児童生徒数の差だけでなく、教育面における取り組み、

地域との関わり、学校の配置をはじめ、交通状況や学校をとりまく状況、さ

らには地域コミュニティの核として、学校が担う役割など、地域ごとに様々

な特性が見られます。 

 

（２）河内長野市の教育 

本市では、「ふるさとのつながりによる豊かな学び～輝く人づくりのために

～」を河内長野市教育大綱の基本理念とし、「学校を地域の学びの核とした教

育総合コミュニティの構築」を目指し、縦横のつながりによる教育を推進して

います。“横のつながり”として学校と家庭・地域が一体となって地域総ぐる

みの教育を目指した学校運営協議会を設置したコミュニティ・スクールを、一

方“縦のつながり”として小学校から中学校の教育への円滑な接続を目指した

小中一貫教育を導入し、教育の一層の充実に努めています。特に小中一貫教育

における特徴的な取り組みとして、小学校 1年生から英語教育を導入し、小学

校から中学校への一貫性のある英語教育を行うことで、グローバル社会で活躍

できる有為な人材育成に努めています。 
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２．本市教育における課題 

 

（１）学校の小規模化における課題 

児童生徒が集団の中で、社会性や規範意識が身につき、一人一人の資質や能

力を伸ばしていくことが、学校教育のねらいです。こういったことから、小・

中学校では、一定の集団規模が確保されていることが望ましいと考えられてい

ます。 

文部科学省においても、学校が小規模化することにより、学習面、生活面、

運営面において教育上の様々なメリット・デメリットが見られるとの指摘があ

ります。これは、本市教育においても同様の課題と言えます。 

 

（２）学校の教育における課題 

平成２９年３月に告示された新学習指導要領では、「何を学ぶか」という指

導内容の見直しだけでなく、「どう学ぶか」という教育手法に加え、「何ができ

るか」という社会とのつながりをもとにした人間力や活用力が重視されます。

この趣旨を十分理解した上で、学校運営協議会と小中一貫教育のそれぞれの取

り組みをこれまで以上に発展、連動させ、本市教育の質をさらに高めていくこ

とが課題です。 
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３．「学校のあり方」の基本的考え方 

本市教育の課題に対し、これまで教育委員会で進めてきた取り組みを踏まえ、

地域の特性に応じた、子どもたちにとってより良い学校教育のあり方と方策に

ついて、「河内長野市学校教育のあり方検討委員会」に諮問し、答申をいただい

たところです。 

その答申を踏まえ、次のような基本的考え方のもと学校教育を進めます。 

 

① 学校規模については、国が示している標準学級数(１２学級から１８学級)

を適正規模とすることを基本としながら、市域が広い本市では、その地形

や地域性による通学路の状況や通学距離などにも課題があることから、適

正規模だけでなく適正配置についても十分配慮します。 

 

② 学校が小規模化した場合、適正規模化を図っていく事が基本となりますが、

校区の地理的条件や地域性、歴史的経緯に加え、小規模校であることのデ

メリットを解消するため、メリットを最大限に引き出す取り組みを強化す

ることができるかどうかを総合的に判断し、小規模校のまま存続させるこ

とが可能か十分検討を行います。 

 

③ 小規模校ほど、小規模校であることのメリット・デメリットの差が大きく

なり、一定の限度を超えるとデメリットが際立つ傾向にあるため、学校が

現状のままのかたちで存続する限度については、小学校においては、各学

年単学級が複式学級となる段階、中学校においては、６学級を下回り学年

に単学級が生まれる段階を一定の目安とします。 

 

④ “郷土「ふるさと河内長野」に誇りを持つという教育”は、グローバルな

視野を育む基盤となるものであり、河内長野市が進める、ふるさと学と英

語教育をさらに発展させる取り組みが、グローバル化する社会で活躍する

ために必要な資質・能力の育成に関して有益であると考えます。 

 

⑤ 全小学校への学校運営協議会制度の導入や小中一貫教育の取り組みを進め

ており、とりわけ地域と学校の密接な協力関係と信頼関係が構築され、教

育の質の向上が図られています。一方、中学校区における小学校と中学校

では、連携や連続性を図る取り組みが進められています。適正配置を考え

るうえでも、この取り組みを継続し発展させることが、子どもたちにとっ

て、より良い教育活動の充実につながると考えます。 
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４．学校の小規模化への対応策 

児童・生徒数が減少し、地域によっては著しく学校の小規模化が進む中、「ふ

るさとのつながりによる教育」を展開していくためには、「地域とのつながり

による教育」により、学校施設を教育総合コミュニティの拠点に位置づけ、次

のように対応を進めます。 

 

（１）学校の統廃合 

一般的に学校の小規模化を解消するためには、学校の統廃合による適正 

規模化が考えられます。しかし、河内長野市において、小規模化が進む学校

は、それぞれ地域性も異なり、通学路の状況、通学距離などにも課題があり、

適正規模を確保するための安易な統廃合はできません。 

特に歴史の古い学校にあっては、「ふるさとの学校」として何世代にも渡

ってのつながりがあります。 

こうしたことから、平成３７年度までは、これまで教育委員会が進めてき

た地域とのつながりによる教育の観点に立ち、子どもたちの成長を高めるた

めの教育を確保し、学校の小規模化に対応します。 

ただ、人口減少や少子化などがさらに進み、子どもたちの教育に顕著な影

響が生ずるおそれが出てきた場合、その影響を克服できる手段が学校統廃合

以外にない場合には、教育水準を維持する上で、統廃合についても検討しま

す。 

 

（２）学校施設の複合化 

望ましい教育コミュニティづくりを推進していくためには、学校運営協 

議会制度を運用する中で、取り組みを拡充することが重要です。そのため、

学校は、子どもの学びの場にとどまらず、人が行き交い、つながりが生まれ

る地域の拠点でもあるため、地域と共に歩む「新たな公共空間」としての環

境を整える必要があります。そこで、余裕教室を活用し、社会教育の中核を

担う公民館などとの複合化を図ることで、多様な人が集まる学びのためのコ

ミュニティの構築を進めます。 

また、児童生徒と地域住民などの施設利用者との交流の機会を増やしやす

い状況となることで、子どもたちに多様な学習の機会を創出するなどの教育

面の効果が期待でき、小規模校のデメリットを緩和できます。 

 

（３）施設一体型の小中一貫校 

本市の小中一貫教育においては、施設分離型の小中一貫教育として取り 

組みを進めてきました。今後も小中一貫教育の取り組みを継続し、さらに発

展させることが重要となります。 
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次の段階として、小中一貫教育を進めていくためには、中学校区の状況に

応じて、施設一体型小中一貫校の整備について検討を進める必要があります。 

その場合、小学校６年間と中学校３年間の義務教育９年間をひとつの学校

（運営組織）のもとで、カリキュラムや学校運営について柔軟に運用するこ

とが可能となる義務教育学校の検討を併せて進める必要があります。 
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５．基本方針 

  各中学校区の基本方針を次のように定めます。今後は、この方針に基づき

それぞれの学校の状況を見定め、取り組みを進めてまいります。 

 

（１） 長野中学校区〔長野中学校、長野小学校、小山田小学校〕 

  ○長野中学校区の１中学校２小学校については、適正規模であり、余裕教

室がないため、施設は現状を維持する。 

  ○長野中学校区における小中一貫教育については、小中学校間や小学校間

の連携を学校規模に応じて推進しており、継続して小中一貫した教育に

取り組む。 

 

（２）千代田中学校区〔千代田中学校、千代田小学校、楠小学校〕 

  ○千代田中学校および千代田小学校は、適正規模であり、余裕教室がない

ため、施設は現状を維持する。 

  ○楠小学校は、適正規模ではあるが、余裕教室があるため、地域のニーズ

や学校と地域の連携・協働の強化による教育の質の向上が見込まれる場

合において、複合化の検討を行う。 

  ○千代田中学校区における小中一貫教育については、小中学校間や小学校

間の連携を学校規模に応じて推進しており、継続して小中一貫した教育

に取り組む。 

 

（３）東中学校区〔東中学校、三日市小学校、川上小学校、天見小学校〕 

  ○東中学校および三日市小学校は、適正規模であり、余裕教室がないため、

施設は現状を維持する。 

  ○川上小学校は、小規模校で余裕教室があるため、地域のニーズや学校と

地域の連携・協働の強化による教育の質の向上が見込まれる場合におい

て、複合化の検討を行う。 

○天見小学校については、小規模校であるが、そのメリットを生かし、地    

域に根ざした特色ある教育を推進する小規模特認校制度が概ねこの機能

を果たしており、児童数の変動を見据えながら、当面の間は、現状を維持

する。 

○東中学校区における小中一貫教育については、市内で一番広い学校区域で

あり、また大規模校と小規模校のそれぞれのメリットを生かした取組みが

進められているため、継続して小中一貫した教育に取り組む。 
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（４）西中学校区〔西中学校、天野小学校、高向小学校〕 

  ○西中学校については、小規模校であるが、学校の地理的条件や地域の実

情を踏まえ、小規模校のメリットを最大限に活かし、デメリットを克服

する対応を行い、施設は現状を維持する。 

  ○天野小学校および高向小学校については、小規模校で余裕教室があるた

め、地域のニーズや学校と地域の連携・協働の強化による教育の質の向

上が見込まれる場合において、複合化の検討を行う。 

  ○西中学校区の小中一貫教育については、小規模校のメリットや地域との

連携を生かした特色ある教育を進めており、継続して小中一貫した教育

に取り組む。 

 

（５）加賀田中学校区〔加賀田中学校、加賀田小学校、石仏小学校〕 

  ○加賀田中学校は、小規模校であるが、学校の地理的条件や地域の実情を

踏まえ、小規模校のメリットを最大限に活かし、デメリットを克服する

対応を行い、施設は現状を維持する。 

  ○加賀田小学校および石仏小学校については、小規模校で余裕教室がある

ため、地域のニーズや学校と地域の連携・協働の強化による教育の質の

向上が見込まれる場合において、複合化の検討を行う。 

  ○加賀田中学校区の小中一貫教育については、小規模校のメリットや地域

との連携を生かした特色ある教育を進めており、継続して小中一貫した

教育に取り組む。 

 

（６）南花台中学校区〔南花台中学校、南花台小学校〕 

  ○南花台中学校区の１中学校１小学校については、いずれも小規模校であ

り、今後、さらに小規模化の進展が予想されるため、小中学校の施設を

一体とする学校への検討を行う。ただし、地域の実情を踏まえ検討する

こととする。 

  ○南花台中学校区の小中一貫教育については、児童生徒数の状況により、

学級編制および教職員配置を踏まえ、学校段階間の接続を円滑に行う必

要があることから、義務教育学校設置について検討を行う。ただし、国

が示している義務教育学校の標準学級数（おおむね18～27学級）を鑑み、

児童生徒数の変動などを踏まえ検討することとする。     
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（７）美加の台中学校区〔美加の台中学校、美加の台小学校〕 

  ○美加の台中学校区の１中学校１小学校については、いずれも小規模校で

あり、今後、さらに小規模化の進展が予想されるため、小中学校の施設

を一体とする学校への検討を行う。ただし、地域の実情を踏まえ検討す

ることとする。 

  ○美加の台中学校区の小中一貫教育については、当面の間は小規模校とし

て一定規模の児童生徒数の確保が想定されるため、学級編制および教職

員配置を踏まえ、学校段階間の接続を円滑に行う必要があることから、

義務教育学校設置について検討を行う。 


